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１  はじめに  

 

  八 雲 町 落 部 地 区 の 農 業 集 落 排 水 事 業 は 、施 設 の 整 備 が ほ ぼ 完 了

し 、事 業 運 営 も 円 滑 に 行 わ れ て き て お り ま す が 、近年では、人 口

減 少 に よ る 汚 水 排 出 量 の 減 少 に よ り 下 水 道 使 用 料 収 入 が 減 少 し

て い る 一 方 、下水 道施設の 経 年 劣 化 が 進 み 、今 後 は 施 設の 修 繕 や

更 新 に か か る 費 用 が 増 加 し て い く 見 込 み で あ り 、厳 し い 経 営 事 情

と な っ て い く こ と が 予 想 さ れ ま す 。  

  そ の よ う な 厳 し い 状 況 が 予 想 さ れ て い ま す が 、 農 業 集 落 排 水

（ 下 水 道 ）は 快 適 な 日 常 生 活 を 送 る た め に 欠 か す こ と の で き な い

も の で あ り 、将来 にわたって 持 続・安定的に事業運営を行ってい

く 必 要 が あ る こ と か ら 、中 長期的な 視点に立ち、計画 的かつ効率

的 な 事 業 運 営 を 行 う こ と が 求 め ら れ ま す 。  

  こ の こ と か ら 、 八 雲 町 農 業 集 落 排 水 事 業 の 今 後 10 年 間 の 基 本

計 画 と し て 、「 八 雲町農業集落排水 事 業 経 営 戦 略 」 を 策 定 す る も

の で あ り ま す 。  

 

２  事業概要  

 （ 1）事業の現況  

  八 雲 町 の 農 業 集 落 排 水 事 業 は 、平 成 10 年 10 月 1 日 に 供 用 を 開

始 し 、 現 在 ま で 汚 水 の 処 理 を 行 っ て き て い る 。  

  平 成 27 年 度 末 に お け る 下 水 道 整 備 率 は 100.0％ で 、施 設 整 備 は

完 了 し て い る 。  

  水 洗 化 率 （ 平 成 27 年 度 末 ） に つ い て は 61.3％ で あ り 、 下 水 道

接 続 率 が 未 だ 低 い 状 況 と な っ て い る 。  

 

 ≪ 下 水 道 整 備 率 ≫                （ 単 位：人 、％ ）  

区  分  整 備 済 区 域 内 人 口  認 可 区 域 内 人 口  整 備 率  

落 部 地 区  １ ， ４ ５ ４  １ ， ４ ５ ４  １ ０ ０ ． ０  

  

≪水 洗 化 率 ≫                  （ 単 位 ： 人 、 ％ ） 

区  分  水 洗 化 人 口  整 備 済 区 域 内 人 口  水 洗 化 率  

落 部 地 区  ８ ９ １  １ ， ４ ５ ４  ６ １ ． ３  

   

会 計 処 理 に つ い て は 、農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 を 設 け 、一 般

会 計 と 区 分 し て 会 計 処 理 を 行 っ て い る 。な お、地 方 公 営 企 業 法 は

適 用 し て い な い 。  
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  農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 の 職 員 数 は 、 平 成 27 年 度 末 で ０ 名

となっている。こ れは、施設整備が 完了したことによる業務量の

減 少 に 合 わ せ て 、他 会 計 所 属 職 員 が 業 務 を 兼 務 し て い る こ と に よ

る も の で あ り 、 経 費 の 削 減 と 業 務 の 効 率 化 を 図 っ て き て い る 。  

  集 落 排 水 使 用 料 に つ い て は 、 直 近 で は 平 成 26 年 度 に 使 用 料 の

改 定 を 行 っ て い る 。人 口 減 少 等 に 伴 う 使 用 料 収 入 の 減 や 施 設 の 老

朽 化 に よ る 更 新 経 費 増 大 に よ り 、財 政 面 に お い て 今 後 厳 し い 状 況

が 見 込 ま れ る こ と か ら 、将 来 に わ た っ て 安 定 的 に 事 業 運 営 を 行 っ

て い く た め に 、 適 正 な 使 用 料 と な る よ う 見 直 し を 行 っ た 。  

 

 ≪ 使 用 料 ≫                   （ 単 位：円 、税 込 ）  

区  分  条 例 上 の 使 用 料  実 質 的 な 使 用 料  備 考  

平 成 2 7 年 度  ３ ， ５ ６ ４  ３ ， ６ ８ ６   

平 成 2 6 年 度  ３ ， ５ ６ ４  ３ ， ４ ８ ６  H 2 6 . 5 月 使 用 分 よ り 改 定  

平 成 2 5 年 度  ３ ， ０ ２ ４  ３ ， １ ５ ４   

 ※ 条 例 上 の 使 用 料 と は 、 一 般 家 庭 に お け る 2 0 ㎥ あ た り の 使 用 料 を い う 。  

 ※ 実 質 的 な 使 用 料 と は 、 使 用 料 収 入 の 合 計 を 有 収 水 量 の 合 計 で 除 し た 値 に  

  2 0 ㎥ を 乗 じ た も の （ 家 庭 用 の み で な く 業 務 用 を 含 む ） を い う 。  

 ※ 平 成 2 6 年 度 よ り 消 費 税 率 が ５ ％ か ら ８ ％ に 引 き 上 げ と な っ て い る 。  

 

 （ 2）民間活力の活用等  

  現在は、農業集落排水 処 理 場 の 維 持 管 理 業 務 に つ い て の み 民 間

委 託 し て い る 。  

 

 （ 3）経営比較分析表を活用した現状分析  

  別紙のとおり  
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３  経営の基本方針  

 

現有施設の適正な維持管理と  

将来の施設更新に向けた経営の安定  

 

  八 雲 町 の 農 業 集 落 排 水 事業は、施設の整備が完了していること

か ら 、 当 面 （ 本 経 営 戦 略 の 計 画 期 間 で あ る 10 年 間 程 度 ） は そ の

現 有 施 設 を し っ か り と 維 持 管 理 し て い き ま す 。  

  また、将来に到来する施設更新を適切かつ円滑に行うことが で

き る よ う 、 検 討 ・ 計 画 し て い き ま す 。  

 

４  投資・財政計画（収支計画）  

 （ 1）投資・財政計画（収支計画）  

  別紙のとおり  
 

 （ 2）投資・財政計画（収支計画）の説明  

 投 資 的 経 費 に つ い て  

 ・八 雲 町 総 合 計 画 の 趣 旨 に 基 づ い た 、平 成 ２ ９ 年 度 か ら 向 こ う １ ０ 年  

間 の 事 業 実 施 計 画 （ 予 定 ） 額 を 計 上 し た 。  

 ・ 農 業 集 落 排 水 事 業（ 落 部 地 区 ）に つ い て は 、平 成 ３ ３ 年 よ り 落 部 農  

業 集 落 排 水 施 設 の 長 寿 命 化 事 業 を 実 施 し 、電 気 ・機 械 設 備 の 計 画 的  

な 更 新 を 行 う 予 定 で あ る 。  

 

 

 投 資 以 外 の 経 費 に つ い て  

 ・収 益 的 支 出 に つ い て 、支 払 利 息 に つ い て は 、今 後 の 起 債 借 入 予 定 分  

も 考 慮 し た 額 で 算 出 し て い る 。そ の 他 の 支 出 に つ い て は 、過 去 の 実  

績 （ 決 算 額 ） や 平 成 ２ ８ 年 度 の 予 算 額 を 考 慮 し て 算 出 し た 。  

 ・資 本 的 支 出 の 地 方 債 償 還 金 に つ い て は 、今 後 の 起 債 借 入 予 定 分 も 考  

  慮 し た 額 で 算 出 し て い る 。  

 

 



~ 4 ~ 
 

 財 源 に つ い て  

 ・収 益 的 収 入 の 料 金 収 入 に つ い て は 、過 去 の 実 績 や 今 後 の 将 来 予 測 か  

  ら 毎 年 1.5％ の 減 と し て 算 出 し た 。 た だ し 、 消 費 税 率 が 平 成 ３ １ 年  

  度 に 8％ か ら 1 0％ に 引 き 上 げ ら れ る 予 定 で あ る た め 、そ の 波 及 額 も  

考 慮 し て 算 出 し た 。  

 ・資 本 的 収 入 の 地 方 債 に つ い て は 、八 雲 町 総 合 計 画 の 趣 旨 に 基 づ い た 、 

平 成 ２ ９ 年 度 か ら 向 こ う １ ０ 年 間 の 事 業 実 施 計 画（ 予 定 ）に 基 づ き  

算 出 し た 。  

 ・ 収 益 的 収 入 の 他 会 計 繰 入 金 と 資 本 的 収 入 の 他 会 計 補 助 金 に つ い て  

は 、各 年 度 の 収 入 及 び 支 出 額 か ら 国 が 定 め る 繰 出 基 準 に よ る 額 を 算  

出 し て 計 上 し 、基 準 内 繰 入 の み で は 収 支 均 衡 し な い 年 度 に お い て は  

基 準 外 繰 入 を 計 上 し て い る 。  

 

 

５  効率化・経営健全化への取組  

 ・料 金 収 入 に つ い て は 、人 口 減 少 に 伴 い 年 々 減 少 し て い く 見 込 み で あ  

  る が 、水 洗 化 率 の 向 上 や 料 金 収 納 率 の 向 上 に つ い て 引 き 続 き 取 り 組  

  み を 行 っ て い く こ と で 、料 金 収 入 の 確 保 に 努 め る と と も に 、料 金 体  

  系 の 見 直 し に つ い て も 、中 長 期 的 な 視 点 に 立 ち 、将 来 に わ た っ て 適  

正 妥 当 な 料 金 負 担 と な る よ う 検 討 し て い く 。  

 ・ 将 来 の 施 設 大 量 更 新 期 に 備 え て 、施 設 の 長 寿 命 化 、ダ ウ ン サ イ ジ ン  

  グ（ 統 廃 合 ）及 び ス ペ ッ ク ダ ウ ン（ 性 能 の 合 理 化 ）を 検 討 し て い く 。 

 ・ 広 域 化 及 び 民 間 活 用 に つ い て は 、 有 効 性 や 可 能 性 を 検 討 し 、よ り 効  

率 的 な 事 業 運 営 に 向 け て 検 討 し て い く 。  

 

６  経営戦略の事後検証・更新等  

 ・ 毎 年 度 進 捗 管 理（ モ ニ タ リ ン グ ）を 行 う と と も に 、本 計 画 期 間 の 前  

  期 終 了 時 と な る 平 成 ３ ２ 年 度 に 、本 計 画 の 見 直 し（ ロ ー リ ン グ ）を  

  行 う 。  

 ・ 新 た な 経 営 健 全 化 や 財 源 確 保 に 係 る 取 り 組 み が 具 体 化 し た 場 合 は 、  

  本 計 画 に 追 加 す る 。  

 

 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
北海道　八雲町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

18.67 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 17,852 956.02

－

- 該当数値なし 8.24 97.61 3,564 1,457 0.69 2,111.59 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

収益的収支比率は、高率を維持しているが、水洗化
率が低いことにより、経費回収率及び施設利用率が
低率となっている。このため、水洗化率向上対策に
よる下水道使用料の増加を図り、健全な経営を目指
していく必要がある。
企業債残高対事業規模比率については、概ね類似団
体平均値以下となっているため、適切な起債の借入
であると言える。
汚水処理原価については、概ね類似団体平均以下と
なっており、効率的な汚水処理を行っていると言え
る。
以上のことから、より一層健全で効率的な経営に努
めていく必要がある。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

供用開始後約17年経過しているが、管渠については
未だ耐用年数を経過していないため、老朽化は進ん
でいない。
しかし、今後は徐々に老朽化が進んでいくため、計
画的な更新を検討する必要がある。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

類似団体と比較すると、現状では比較的良好な経営
であると言える。しかしながら、この先を考える
と、人口減少による使用料収入の減、施設老朽化に
よる更新費用の増大など、厳しい経営事情が予想さ
れることから、常に先を見据えた計画的な経営を
行っていく必要があると考える。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【992.47】 

【83.79】 【53.32】 【295.10】 【51.49】 

    【0.03】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【農業集落排水事業】

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ）

1 (A) 37,041 35,119 34,185 33,956 33,924 33,877 33,844 33,574 33,509 32,760 31,295 29,682

（１） (B) 17,287 16,235 16,208 15,965 15,726 15,777 15,540 15,307 15,078 14,852 14,629 14,410

ア 17,280 16,223 16,198 15,955 15,716 15,767 15,530 15,297 15,068 14,842 14,619 14,400

イ (C)

ウ 7 12 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

（２） 19,754 18,884 17,977 17,991 18,198 18,100 18,304 18,267 18,431 17,908 16,666 15,272

ア 18,628 17,814 16,901 16,930 17,137 17,039 17,243 17,206 17,370 16,847 15,605 14,211

イ 1,126 1,070 1,076 1,061 1,061 1,061 1,061 1,061 1,061 1,061 1,061 1,061

２ (D) 25,124 28,412 26,517 25,974 25,607 25,640 25,261 24,874 24,480 24,089 23,772 23,492

（１） 19,858 22,213 21,312 21,128 21,128 21,519 21,519 21,519 21,519 21,519 21,519 21,519

ア

イ 19,858 22,213 21,312 21,128 21,128 21,519 21,519 21,519 21,519 21,519 21,519 21,519

（２） 5,266 6,199 5,205 4,846 4,479 4,121 3,742 3,355 2,961 2,570 2,253 1,973

ア 4,980 4,639 4,295 3,950 3,596 3,235 2,869 2,495 2,114 1,736 1,432 1,164

イ 286 1,560 910 896 883 886 873 860 847 834 821 809

３ (E) 11,917 6,707 7,668 7,982 8,317 8,237 8,583 8,700 9,029 8,671 7,523 6,190

1 (F) 4,512 10,610 9,762 9,786 11,812 12,854 9,882 11,910 19,940 59,970 60,002 10,035

（１） 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 4,500 22,500 22,500 1,100

（２） 3,922 10,583 8,502 8,640 10,666 11,708 8,758 10,810 15,440 37,470 37,502 8,935

（３）

（４）

（５）

（６） 590 27 160 46 46 46 24

（７）

２ (G) 16,413 17,308 17,412 17,765 20,126 21,088 18,462 20,607 28,966 68,638 67,522 16,222

（１） 1,109 2,441 2,200 2,200 4,200 5,200 2,200 4,200 12,200 52,200 52,200 2,200

（２） (H) 15,304 14,867 15,212 15,565 15,926 15,888 16,262 16,407 16,766 16,438 15,322 14,022

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 11,901 △ 6,698 △ 7,650 △ 7,979 △ 8,314 △ 8,234 △ 8,580 △ 8,697 △ 9,026 △ 8,668 △ 7,520 △ 6,187

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

【農業集落排水事業】

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ）
37年度29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度

(J) 16 9 18 3 3 3 3 3 3 3 3 3

(K) 16 9 18 3 3 3 3 3 3 3 3 3

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 17,287 16,235 16,208 15,965 15,726 15,777 15,540 15,307 15,078 14,852 14,629 14,410

（T)

(U)

(V) 15,828 17,287 16,235 16,208 15,965 15,726 15,777 15,540 15,307 15,078 14,852 14,629

(W)

(X) 209,460 194,593 180,481 166,016 151,190 136,402 121,240 105,933 93,667 99,729 106,907 93,985

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ）

18,628 17,814 16,901 16,930 17,137 17,039 17,243 17,206 17,370 16,847 15,605 14,211

18,628 17,814 16,901 16,930 17,137 17,039 17,243 17,206 17,370 16,847 15,605 14,211

3,922 10,583 8,502 8,640 10,666 11,708 8,758 10,810 15,440 37,470 37,502 8,935

1,656 1,692 1,730 1,768 1,807 1,846 1,887 1,928 1,971 2,014 2,059 2,104

2,266 8,891 6,772 6,872 8,859 9,862 6,871 8,882 13,469 35,456 35,443 6,831
22,550 28,397 25,403 25,570 27,803 28,747 26,001 28,016 32,810 54,317 53,107 23,146

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

29年度 30年度 31年度 32年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

80.1 79.1

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

81.9 81.7 81.7 81.6 81.5 81.3収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 91.6 81.1

赤 字 比 率 （ ×100 ）

81.2 80.8

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金



【八雲（農集）】

※耐用年数について、処理場土木建築（50年）、処理場電気機械（15年）、管渠（50年）と設定し、耐用年数経過時に更新する
　ものとして算出している。
※あくまで耐用年数経過時に更新するとした場合の推計であり、実際の更新予定年度及び更新費用ではない。

施設更新需要の推計

≪参考資料≫
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（千円） 

年度 

処理場（千円） 

管渠（千円） 


